
 

第 ５２ 期 中 間 決 算 公 告 
平成２２年１２月２９日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 中條 功 

 

中間貸借対照表（平成２２年９月３０日現在） 
（単位：百万円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １４,０６５ 預 金 ８８１,０９５ 

コ ー ル ロ ー ン ３５,５２２ 社 債 ４,７００ 

商 品 有 価 証 券 ７ そ の 他 負 債 ３,２８１ 

有 価 証 券 ２８７,５４８ 未 払 法 人 税 等 １８ 

貸 出 金 ５８５,８４５ リ ー ス 債 務 １３ 

外 国 為 替 １,６７１ 資 産 除 去 債 務 １２１ 

そ の 他 資 産 ２,１８３ そ の 他 の 負 債 ３,１２７ 

有 形 固 定 資 産 ９,８２１ 賞 与 引 当 金 ３８４ 

無 形 固 定 資 産 ９０４ 退 職 給 付 引 当 金 １,３９０ 

繰 延 税 金 資 産 ６,５４１ 睡眠預金払戻損失引当金 ３９ 

支 払 承 諾 見 返 ２,７１８ 偶 発 損 失 引 当 金 １４４ 

貸 倒 引 当 金 △ ２１,８５２ 支 払 承 諾 ２,７１８ 

 負 債 の 部 合 計 ８９３,７５３ 

 （純資産の部）  

 資 本 金 １３,０００ 

 資 本 剰 余 金 ９,６６３ 

 資 本 準 備 金 ９,６６３ 

 利 益 剰 余 金 ９,９７６ 

 利 益 準 備 金 ２,８０５ 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 ７,１７０ 

 別 途 積 立 金 ５,９９７ 

 繰 越 利 益 剰 余 金 １,１７２ 

 自 己 株 式 △ ８１１ 

 株 主 資 本 合 計 ３１,８２８ 

 その他有価証券評価差額金 △ ６３２ 

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ０ 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ ６３２ 

  新 株 予 約 権 ２７ 

  純 資 産 の 部 合 計 ３１,２２３ 

資 産 の 部 合 計 ９２４,９７７ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ９２４,９７７ 



 

 
平成２２年 ４月 １日から

中間損益計算書(
平成２２年 ９月３０日まで

) 
 

（単位：百万円） 
科     目 金        額 

経 常 収 益 １０,３２３

資 金 運 用 収 益 ８,０４５

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ６,５２１ ） 

（うち有価証券利息配当金） （ １,４８２ ） 

役 務 取 引 等 収 益 ６９６

そ の 他 業 務 収 益 １,５０４

そ の 他 経 常 収 益 ７７

経 常 費 用 ９,２６２

資 金 調 達 費 用 ９９６

（ う ち 預 金 利 息 ） （ ８８６ ） 

役 務 取 引 等 費 用 ６６６

そ の 他 業 務 費 用 ６４

営 業 経 費 ５,７７１

そ の 他 経 常 費 用 １,７６３

経 常 利 益 １,０６０

特 別 利 益 ３

特 別 損 失 １０９

税 引 前 中 間 純 利 益 ９５４

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １０

法 人 税 等 調 整 額 ４１１

法 人 税 等 合 計 ４２１

中 間 純 利 益 ５３３

 
 
 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価

格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものに

ついては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

 建 物  １０年～５０年 

 その他   ２年～２０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権について

は、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施

しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期

に帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理



計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により

損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌期から損益処理 

（４）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。 

（５）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払

見積額を計上しております。 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する事業年度

に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規

定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替ス

ワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ

ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準） 

当中間期から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号平成 20 年３月 31 日）を適用しております。 

これにより、経常利益は３百万円減少し、税引前中間純利益は８４百万円減少しております。また、当会計基準

等の適用開始による資産除去債務の変動額は１０９百万円であります。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式総額      ５３百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は１０,２５５百万円、延滞債権額は２１,４６６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 



３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,５７９百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３３,３０１百万円であ

ります。 

なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は６,３３９百万円であります。 

７．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、３,０３２百

万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                 ２百万円 

有価証券           １３,０６４百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                ５４３百万円 

その他負債             ２８３百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１３,４７４百万円を差し入れております。 

子会社、子法人等の借入金等の担保は該当ありません。 

また、その他資産のうち保証金は１８７百万円であります。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、５３,５５６百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４１,４３５百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．有形固定資産の減価償却累計額    １０,１８８百万円 

11．社債は、劣後特約付社債４,７００百万円であります。 

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証

債務の額は２,０６０百万円であります。 

13．１株当たりの純資産額３４７円３銭 

14．銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準)    ９.２２％ 

 



 

（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額１,３７０百万円、株式等償却１１９百万円を含んでおります。 

２．１株当たり中間純利益金額     ５円９３銭 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額     ５円９２銭 

４．営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額１１百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 2 か所 土地、建物 8 百万円 

   (うち土地   0 百万円) 

   (うち建物   7 百万円) 

長野県外 事業用店舗 1 か所 建物 2 百万円 

   (うち建物   2 百万円) 

合計   11 百万円 

   (うち土地   0 百万円) 

   (うち建物  10 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。 

なお、当中間期の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、主と

して不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

 

（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券（平成 22 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間貸借対照表

計上額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 ３４,９７５ ３５,８９３ ９１８ 

地方債 ― ― ― 

社債 ２,３６０ ２,３８７ ２７ 

その他 ４,２００ ４,２３８ ３８ 

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えるもの 

小 計 ４１,５３５ ４２,５１９ ９８４ 

国債 １,５１４ １,５０３ △ １１ 

地方債 ― ― ― 

社債 １３０ １２９ △ ０ 

その他 ８,５００ ８,３６２ △ １３７ 

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えないもの 

小 計 １０,１４４ ９,９９６ △ １４８ 

合計 ５１,６７９ ５２,５１５ ８３６ 

 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成 22 年９月 30 日現在） 

  該当ありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 中間貸借対照表計上額（百万円）

子会社・子法人等株式 ５３ 

関連法人等株式 ― 

合計 ５３ 

   これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 

 



３．その他有価証券（平成 22 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間貸借対照表

計上額（百万円）

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 ７３３ ４７９ ２５４ 

債券 １９６,７６６ １９２,１５８ ４,６０７ 

 国債 ６８,６３７ ６６,８２７ １,８１０ 

 地方債 ２６,５２７ ２５,８４９ ６７７ 

 社債 １０１,６０１ ９９,４８２ ２,１１９ 

その他 ５,１９１ ５,１００ ９１ 

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

小 計 ２０２,６９１ １９７,７３７ ４,９５３ 

株式 ３,６２２ ４,３１１ △ ６８９ 

債券 ４,５３７ ４,５７０ △ ３２ 

 国債 － － － 

 地方債 － － － 

 社債 ４,５３７ ４,５７０ △ ３２ 

その他 ２３,５４０ ２８,４７２ △ ４,９３１ 

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

小 計 ３１,７００ ３７,３５４ △ ５,６５３ 

合計 ２３４,３９２ ２３５,０９２ △ ６９９ 

 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 中間貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 １,３９８ 

その他の証券 ２４ 

合計 １,４２３ 

   これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。 

４ 減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著し

く下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって中

間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間期の損失として処理（以下「減損処理」という。）してお

ります。 

当中間期における減損処理額は、１１９百万円（うち株式１１９百万円）であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対して５０％程度以上下落した場合と

しております。また、時価が取得原価に対し、３０％以上５０％未満下落した場合は、過去一定期間において時

価が簿価あるいは評価損率が３０％未満の水準まで達しない場合、時価が「著しく下落した」と判断し、時価の

回復可能性の判定を行ったうえで、回復の可能性が認められない場合には、減損処理を行うものとしております。 

 



 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金           ６,３７１百万円 

退職給付引当金          ５６１ 

減価償却費            ２２７ 

有価証券評価損          ５４３ 

その他有価証券評価差額金     ２７６ 

税務上の繰越欠損金       １,６１６ 

その他              ５７３ 

繰延税金資産小計        １０,１６９ 

評価性引当額         △ ３,６１３ 

繰延税金資産合計         ６,５５５ 

繰延税金負債 

繰延ヘッジ損益           △ ０ 

その他              △ １４ 

繰延税金負債合計          △ １４ 

繰延税金資産の純額        ６,５４１百万円 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションにかかる当中間期における費用計上額及び科目名 

  営業経費 １３百万円 

 

２．当中間期に付与したストック・オプションの内容 

 平成 22 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役９名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 

（注１） 
普通株式  １７６,０００株 

付与日 平成 22 年７月 30 日 

権利確定条件 権利確定条件は定めていない 

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 

権利行使期間 平成 22 年７月 31 日から平成 47 年７月 30 日 

権利行使価格（注２） １円 

付与日における公正な評価単価（注２） １５９円 

  （注）１ 株式数に換算して記載しております。 

     ２ １株当たりに換算して記載しております。 



第 ５２ 期 中 間 決 算 公 告 
平成２２年１２月２９日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 中條 功 

 

中間連結貸借対照表（平成２２年９月３０日現在） 
（単位：百万円） 

科    目 金    額 科    目 金    額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １４,３８７ 預 金 ８７９,９８５ 

コールローン及び買入手形 ３５,５２２ 借 用 金 ４,００８ 

商 品 有 価 証 券 ７ 社 債 ４,７００ 

有 価 証 券 ２８７,４９５ そ の 他 負 債 ５,１９５ 

貸 出 金 ５７９,６６７ 賞 与 引 当 金 ４００ 

外 国 為 替 １,６７１ 退 職 給 付 引 当 金 １,４０２ 

リース債権及びリース投資資産 １１,９１５ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ４ 

そ の 他 資 産 ４,５８６ 睡 眠 預金払戻損失引当金 ３９ 

有 形 固 定 資 産 １０,２４４ 偶 発 損 失 引 当 金 １４４ 

無 形 固 定 資 産 ９９２ 支 払 承 諾 ２,７１８ 

繰 延 税 金 資 産 ６,９２８ 負 債 の 部 合 計 ８９８,５９８ 

支 払 承 諾 見 返 ２,７１８ （純資産の部）  

貸 倒 引 当 金 △ ２３,３６１ 資 本 金 １３,０００ 

  資 本 剰 余 金 ９,６６３ 

  利 益 剰 余 金 １０,７３７ 

  自 己 株 式 △ ８１１ 

  株 主 資 本 合 計 ３２,５９０ 

  その他有価証券評価差額金 △ ６３２ 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ０ 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ ６３２ 

  新 株 予 約 権 ２７ 

  少 数 株 主 持 分 ２,１９１ 

  純 資 産 の 部 合 計 ３４,１７７ 

資 産 の 部 合 計 ９３２,７７６ 負 債 及び純資産の部合計 ９３２,７７６ 

 



 
平成２２年 ４月 １日から

中間連結損益計算書(
平成２２年 ９月３０日まで

) 
  

（単位：百万円） 

科        目 金          額 

経 常 収 益    １３,２２８  

資 金 運 用 収 益  ８,０６７    

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ６,５４４ ）    

（うち有価証券利息配当金） （ １,４８１ ）    

役 務 取 引 等 収 益  ６９１    

そ の 他 業 務 収 益  ４,３９１    

そ の 他 経 常 収 益  ７７    

経 常 費 用    １２,０８０  

 資 金 調 達 費 用  １,０４２    

（ う ち 預 金 利 息 ） （ ８８５ ）    

役 務 取 引 等 費 用  ５８９    

 そ の 他 業 務 費 用  ２,５５２    

 営 業 経 費  ５,９９６    

 そ の 他 経 常 費 用  １,８９９    

経 常 利 益    １,１４８  

特 別 利 益    ３  

固 定 資 産 処 分 益  ２    

償 却 債 権 取 立 益  １    

特 別 損 失    １０９  

固 定 資 産 処 分 損  １１    

減 損 損 失  １１    

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額  ８０    

そ の 他 の 特 別 損 失  ４    

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益    １,０４２  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  ６３    

法 人 税 等 調 整 額  ４０２    

法 人 税 等 合 計    ４６５  

少 数 株 主 損 益 調 整 前 中 間 純 利 益    ５７６  

少 数 株 主 利 益    ２６  

中 間 純 利 益    ５４９  
 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等    ４社 

株式会社長野スタッフサービス 

株式会社長野ビーエス 

長野カード株式会社 

株式会社ながぎんリース 

（２）非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３．連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日   ４社 

 

 

会計処理基準に関する事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、

時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。また、主な耐用

年数は次のとおりであります。 

 建 物  １０年～５０年 

 その他   ２年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法

により償却しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．貸倒引当金の計上基準 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。 



「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てて

おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相

当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引

き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

６．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結

会計期間に帰属する額を計上しております。 

７．退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により損

益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

８．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、連結される子会社及び子法人等の役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に

対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上してお

ります。 

９．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の

払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

10．偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見

積額を計上しております。 

11．外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

12．リース取引の処理方法 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。 

13．ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

14．重要なヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25

号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債

権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を

評価しております。 

なお、当行の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 



15．消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準） 

当中間連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号平成 20 年３月 31 日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号平成 20 年３月 31 日）を適用しておりま

す。 

これにより、経常利益は３百万円、税金等調整前中間純利益は８４百万円それぞれ減少しております。また、当

会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は１０９百万円であります。 

 

表示方法の変更 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間から「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第 41 号平成 22 年９月 21 日）

により改正された「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）別紙様式を適用し、「少数株主損益調整前中間

純利益」を表示しております。 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、破綻先債権額は１０,４１９百万円、延滞債権額は２１,８８７百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,５７９百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

４．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３３,８８６百万円であ

ります。 

なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は６,３３９百万円であります。 

６．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間連結貸借対照表計上額は、３,０３

２百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                  ２百万円 



有価証券            １３,０６４百万円 

リース債権及びリース投資資産   ４,６５７百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                 ５４３百万円 

借用金              ３,６６９百万円 

その他負債              ４８４百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１３,４７４百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１９２百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、６０,８８４百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４０,２８５百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額     １０,５２５百万円 

10．社債は、劣後特約付社債４,７００百万円であります。 

11．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は２,０６０百万円であります。 

12．１株当たりの純資産額 ３５５円５０銭 

13．銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）   ９.７０％ 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．「その他経常費用」には、貸出金償却８百万円、貸倒引当金繰入額１,４９７百万円及び株式等償却１１９百万

円を含んでおります。 

２．１株当たり中間純利益金額 ６円１１銭 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 ６円１０銭 

４．営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額１１百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗２か所 土地及び建物 8 百万円  

   （うち土地   0 百万円) 

   （うち建物   7 百万円) 

長野県外 事業用店舗１か所 建物 2 百万円  

   （うち建物   2 百万円) 

合計   11 百万円  

   (うち土地   0 百万円) 

   (うち建物  10 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。また、連結される

子会社及び子法人等については、主として各社を１つの資産グループとしております。 

なお、当中間連結会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価

額は、主として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 



 

（金融商品関係） 

○ 金融商品の時価等に関する事項 

平成２２年９月３０日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。 

（単位：百万円） 

  
中間連結貸借

対照表計上額 
時価 差額 

(1) 現金預け金 14,387 14,410 23

(2) コールローン及び買入手形 35,522 35,522 －

(3) 商品有価証券  

 売買目的有価証券 7 7 －

(4) 有価証券  

 満期保有目的の債券 51,679 52,515 836

 その他有価証券 234,392 234,392 －

(5) 貸出金 579,667  

  貸倒引当金（＊１） △ 22,254  

  557,412 565,723 8,310

(6) 外国為替 1,671 1,671 －

 資産計 895,073 904,243 9,170

(1) 預金 879,985 880,596 610

(2) 借用金 4,008 4,023 14

(3) 社債 4,700 4,755 55

 負債計 888,694 889,374 680

デリバティブ取引（＊２）  

 ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 －

 ヘッジ会計が適用されているもの (35) (35) －

 デリバティブ取引計 (35) (35) －

（＊１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２） その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。また、デリバテ

ィブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、( )で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。満期のある預け金については、預入期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定され

る適用金利で割り引いた現在価値等を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン及び買入手形 

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

(3) 商品有価証券 

ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。 

(4) 有価証券 



株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資

信託は、公表されている基準価格によっております。 

自行保証付私募債は、私募債の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新

規引受を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１

年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせ

ない状態にあると判断し、当中間連結会計期間末においては、合理的に算定された価額によっております。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積った将来キャッシュ・フロー

を、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップシ

ョンのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(5) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新

規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１

年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等

に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借対照表価額から現

在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものにつ

いては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿

価額を時価としております。 

(6) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、外国為替関連の短期貸付金（外国他店貸）、

輸出手形・旅行小切手等（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）であります。これらは、

満期のない預け金、又は約定期間が短期間（１年以内）であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

負 債 

(1) 預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしておりま

す。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価値

を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、

残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 

(2) 借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連結子法人等の信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計

額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。残存期間が短期間（１

年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(3) 社債 

当行の発行する社債の時価は、市場価格によっております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（為替予約取引等）であり、割引現

在価値等により算出した価額によっております。 

 



（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資

産(4)その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式  (＊１) 1,398 

② その他の証券 (＊２) 24 

合  計 1,423 

（＊１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価

開示の対象とはしておりません。 

（＊２） その他の証券のうち、組成財産等が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもの

で構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

 

 

（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券（平成 22 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 34,975 35,893 918 

地方債 ― ― ― 

社債 2,360 2,387 27 

その他 4,200 4,238 38 

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えるもの 

小 計 41,535 42,519 984 

国債 1,514 1,503 △ 11 

地方債 ― ― ― 

社債 130 129 △ 0 

その他 8,500 8,362 △ 137 

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えないも

の 

小 計 10,144 9,996 △ 148 

合計 51,679 52,515 836 

 

２．その他有価証券（平成 22 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間連結貸借対照表

計上額（百万円）

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 733 479 254 

債券 196,766 192,158 4,607 

 国債 68,637 66,827 1,810 

 地方債 26,527 25,849 677 

 社債 101,601 99,482 2,119 

その他 5,191 5,100 91 

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超える

もの 

小 計 202,691 197,737 4,953 

株式 3,622 4,311 △ 689 

債券 4,537 4,570 △ 32 

 国債 ― ― ― 

 地方債 ― ― ― 

 社債 4,537 4,570 △ 32 

その他 23,540 28,472 △ 4,931 

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超えな

いもの 

小 計 31,700 37,354 △ 5,653 

合計 234,392 235,092 △ 699 



 

３．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著し

く下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって中

間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」

という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、１１９百万円（うち株式１１９百万円）であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対して５０％程度以上下落した場合と

しております。また、時価が取得原価に対し、３０％以上５０％未満下落した場合は、過去一定期間において時

価が簿価あるいは評価損率が３０％未満の水準まで達しない場合、時価が「著しく下落した」と判断し、時価の

回復可能性の判定を行ったうえで、回復の可能性が認められない場合には、減損処理を行うものとしております。 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

営業経費 １３百万円 

 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 平成 22 年ストック･オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役９名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注１） 普通株式 １７６,０００株 

付与日 平成 22 年７月 30 日 

権利確定条件 権利確定条件は定めていない 

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 

権利行使期間 平成 22 年７月 31 日から平成 47 年７月 30 日 

権利行使価格（注２） １円 

付与日における公正な評価単価（注２） １５９円 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ １株当たりに換算して記載しております。 


